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欧州の温暖化対策
― 排出量取引を中心にして一





















































































































































































































































































































































































































































































































































































20)承認済みは,オー ストリア・デンマーク・ ドイツ・アイルランド・オラング・スロベニア・スウェーデン・ イギ
リスの8ヶ国,承認待ちが, フィンランド・ルクセンブルク・ リトアニア・ スロバキア・エストニア・ラトビア・
ポルトガル・ベルギ ・ースペイン・ イタリア・ フランスの1lヶ国,検討中がチェコとハンガリー の2ヶ国である。
ht":〃europa.eu.inνcomm/environmenプclimat/emission plans.htm
21)石坂 (2004)に詳しい。
22)ETS:Emission f■ad ng Scheme
23)Government Task Force on the lndustrial Use of Energy(1998),chaired by Sir Colin Marshall,Econolnic
lnstruments and the Business Use of Energy













































































































23 大英モルト協会    食用モルト製造
24 金属梱包製造協会   金属梱包品の製造
25 全国パン職人協会   パン製造
26 全国農業者組合    養豚業
27   同上       食肉用の家禽養育業
28   同上       鶏卵用の家禽養育業
29 全国マイクロ電子団体 半導体
30   同上       陰極線チューブ製造
31 非鉄連合       非鉄金属
32 Reprotech      廃棄物燃料の製造
33 英国航空機企業会  航空機産業のA工程
34 表面処理加工協会   有機溶剤表面処理
35 Spirits Energy Efficiency Colmpany
EC規則157m9で規定されるスピリッツ生
36 自動車製造販売会   自動車製造
37 Ъrget2010     鋳物工場
38 紙連合会       製紙業
39 UKASTA      動物飼料製造
40 英国レングラーズ協会 動物向け材料の提供
41 英国鉄鋼協会     鉄鋼
42 車両建造修理協会   車両の建造・修理
43 壁面カバー製造協会  有機溶剤壁面製造
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